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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１機器の機器間通信実行方法において、
　機器間通信を支援する第２機器を探索するステップと、
　前記探索された第２機器からネットワーク情報を受信するステップと、
　前記受信された第２機器のネットワーク情報及び前記第１機器のネットワーク情報に基
づいて、前記第１機器及び前記第２機器のいずれか一つをグループオーナーと判断するス
テップと、
　前記第２機器から、前記第２機器のグループオーナーインテント値を受信するステップ
と、
　前記第１機器のグループオーナーインテント値と前記第２機器のグループオーナーイン
テント値とを比較するステップと、
　前記グループオーナーと判断された機器のグループオーナーインテント値が、グループ
クライアントと判断される機器のグループオーナーインテント値より大きい値を有するよ
うに、前記第１機器のグループオーナーインテント値を設定するステップと、
を含み、
　前記ネットワーク情報は、サーバー機器またはクライアント機器を指示するタイプ情報
、ネットワーク支援情報、ネットワーク必要情報及びネットワーク設定情報のうち少なく
とも一つを含むことを特徴とする、通信実行方法。
【請求項２】
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　前記第１機器及び前記第２機器のいずれか一つをグループオーナーと判断するステップ
は、グループオーナー判断基準に従って、前記受信された第２機器のネットワーク情報及
び前記第１機器のネットワーク情報を用いて前記グループオーナーを判断するステップを
含むことを特徴とする、請求項１に記載の通信実行方法。
【請求項３】
　前記第１機器が前記グループオーナーと判断された場合、前記第１機器のグループオー
ナーインテント値を設定するステップは、
　前記第１機器のグループオーナーインテント値と前記第２機器のグループオーナーイン
テント値とを比較するステップと、
　前記比較結果、前記第１機器のグループオーナーインテント値が前記第２機器のグルー
プオーナーインテント値よりも小さい場合、前記第１機器のグループオーナーインテント
値が前記第２機器のグループオーナーインテント値よりも大きくなるよう、前記第１機器
のグループオーナーインテント値を設定するステップと、をさらに含むことを特徴とする
、請求項１に記載の通信実行方法。
【請求項４】
　前記第１機器が前記グループクライアントと判断された場合、前記第１機器のグループ
オーナーインテント値を設定するステップは、
　前記第１機器のグループオーナーインテント値と前記第２機器のグループオーナーイン
テント値とを比較するステップと、
　前記比較結果、前記第１機器のグループオーナーインテント値が前記第２機器のグルー
プオーナーインテント値よりも大きい場合、前記第１機器のグループオーナーインテント
値が前記第２機器のグループオーナーインテント値よりも小さくなるよう、前記第１機器
のグループオーナーインテント値を設定するステップと、をさらに含むことを特徴とする
、請求項１に記載の通信実行方法。
【請求項５】
　前記設定された第１機器のグループオーナーインテント値を前記第２機器に伝送するス
テップをさらに含むことを特徴とする、請求項１に記載の通信実行方法。
【請求項６】
　機器間通信を行う第１機器において、
　機器間通信を支援する第２機器を探索し、前記探索された第２機器からネットワーク情
報を受信する受信機と、
　前記受信された第２機器のネットワーク情報及び前記第１機器のネットワーク情報に基
づいて、前記第１機器及び前記第２機器のいずれか一つをグループオーナーと判断するプ
ロセッサと、を含み、
　前記プロセッサは、さらに、
　前記第２機器から、前記第２機器のグループオーナーインテント値を受信し、
　前記第１機器のグループオーナーインテント値と前記第２機器のグループオーナーイン
テント値とを比較し、
　前記グループオーナーと判断された機器のグループオーナーインテント値が、グループ
クライアントと判断される機器のグループオーナーインテント値より大きい値を有するよ
うに、前記第１機器のグループオーナーインテント値を設定し、
　前記ネットワーク情報は、サーバー機器またはクライアント機器を指示するタイプ情報
、ネットワーク支援情報、ネットワーク必要情報及びネットワーク設定情報のうち少なく
とも一つを含むことを特徴とする、第１機器。
【請求項７】
　前記プロセッサは、グループオーナー判断基準に従って、前記受信された第２機器のネ
ットワーク情報及び前記第１機器のネットワーク情報を用いて前記グループオーナーを判
断することを特徴とする、請求項６に記載の第１機器。
【請求項８】
　前記プロセッサは、前記第１機器が前記グループオーナーと判断された場合、前記第１
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機器のグループオーナーインテント値と前記第２機器のグループオーナーインテント値と
を比較し、前記比較結果、前記第１機器のグループオーナーインテント値が前記第２機器
のグループオーナーインテント値よりも小さい場合、前記第１機器のグループオーナーイ
ンテント値が前記第２機器のグループオーナーインテント値よりも大きくなるよう、前記
第１機器のグループオーナーインテント値を設定することを特徴とする、請求項６に記載
の第１機器。
【請求項９】
　前記プロセッサは、前記第１機器が前記グループクライアントと判断された場合、前記
第１機器のグループオーナーインテント値と前記第２機器のグループオーナーインテント
値とを比較し、前記比較結果、前記第１機器のグループオーナーインテント値が前記第２
機器のグループオーナーインテント値よりも大きい場合、前記第１機器のグループオーナ
ーインテント値が前記第２機器のグループオーナーインテント値よりも小さくなるよう、
前記第１機器のグループオーナーインテント値を設定することを特徴とする、請求項６に
記載の第１機器。
【請求項１０】
　前記設定された第１機器のグループオーナーインテント値を前記第２機器に伝送する送
信機をさらに含むことを特徴とする、請求項６に記載の第１機器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、機器間通信に係り、より詳細には、ワイファイダイレクトを用いた通信を行
う機器及びその方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　機器間通信とは、ワイファイダイレクト、ブルートゥース、ジグビー（Ｚｉｇｂｅｅ）
などを含むものであってもよい。ここで、ワイファイ（Ｗｉ－Ｆｉ）は、「無線ＬＡＮ」
であって、接続装置（ＡＰ）が設置された所の近くで超高速インターネットを楽しめる通
信ネットワークである。ワイファイダイレクト（Ｗｉ－Ｆｉ　Ｄｉｒｅｃｔ）は、既存の
ワイファイの新しいバージョンであって、インターネット網がなくても無線で機器同士を
ワイファイで接続することができる通信技術である。ホットスポットやルータ、アクセス
ポイント（Ａｃｃｅｓｓ　Ｐｏｉｎｔ、ＡＰ）も必要としない。ワイファイダイレクトを
支援する機器さえあれば、互いに直接接続してファイルをやりとりしたり、通信ネットワ
ークを共有することができる。
【０００３】
　このように、ワイファイダイレクト（Ｗｉ－Ｆｉ　Ｄｉｒｅｃｔ）は、ワイファイアラ
イアンス機器間接続を支援するＡＰ（Ａｃｃｅｓｓ　Ｐｏｉｎｔ）を経由せずに、ワイフ
ァイを搭載した機器間で直接的に通信を行うことの一種である。
【０００４】
　ワイファイダイレクトは、基本的な接続方式は二つの機器を一対一で接続する方式であ
る。スマートフォンとスマートフォン、ノートパソコンとマウス、タブレットＰＣとプリ
ンタをワイファイダイレクトで直接接続して使う方式である。したがって、スマートフォ
ンにある写真や音楽、動画を他のスマートフォンに容易に伝送したり、タブレットＰＣに
格納された文書と写真を直ちにプリントし、ＰＣとスマートフォン間の連絡先を同期化し
、ゲーム機同士を直接接続して互いに対戦を楽しむ用途にも使用することができる。
【０００５】
　１台の機器に他の複数台の機器を接続することもできる。例えば、ワイファイダイレク
トを支援するノートパソコンにモニタ、プリンタ、デジタルカメラ及びマウスを同時に接
続することができる。このとき、ノートパソコンが既存のワイファイネットワークに接続
されていれば、ノートパソコンに接続された他の機器も同一にワイファイネットワークで
インターネット接続をすることができる。但し、一対多方式はオプションで提供される。
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【０００６】
　一方、ワイファイダイレクト装備同士は、最初の接続が行われる時に、ＡＰとして動作
する装備を相互間で決定する。これによる、ワイファイダイレクトにおいて機器を接続す
る方法は、次の通りである。ワイファイダイレクトを支援する機器は、相互間に制御メッ
セージを送受信して、どの機器がワイファイダイレクトを支援するのか互いに認知できる
ようになり、相互接続に必要な情報を制御メッセージを通じて伝達する。この過程中に、
相異なる二つのワイファイダイレクト機器は、どちらがグループオーナーの役割を果たす
か交渉する手順を含む。ここで、グループオーナーは、ワイファイダイレクトネットワー
クを構成する機器グループのうち、接続された機器の統制権を有し、ＡＰの役割を果たす
機器を意味する。交渉方式は、二つの機器のそれぞれのグループオーナーインテント値（
Ｇｒｏｕｐ　Ｏｗｎｅｒ　Ｉｎｔｅｎｔ　ｖａｌｕｅ）を交換することで、グループオー
ナーの役割を決定するようになる。
【０００７】
　しかし、既存のワイファイダイレクト接続は、一般に、任意の値を伝送するようになっ
ている既に設定されているグループオーナーインテント値を比較してグループオーナーを
決定するので、特定の機器がグループオーナーとなるように制御するなどの効率的なネッ
トワーク接続が不可能であるという問題点があった。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　上述した問題点を解決するために、本発明の技術的課題は、ワイファイダイレクト接続
時、ネットワーク情報を考慮してグループオーナーを判断することができる通信実行方法
を提供することにある。
【０００９】
　また、本発明の技術的課題は、特定のネットワーク状況に適するように判断されたグル
ープオーナーに対応するように、機器のグループオーナーインテント値を動的に変更する
機器及び通信実行方法を提供することにある。
【００１０】
　本発明で達成しようとする技術的課題は、上記の技術的課題に制限されず、言及してい
ない他の技術的課題は、下記の記載から、本発明の属する技術分野における通常の知識を
有する者に明確に理解されるであろう。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　上述した課題を達成するための本発明の一実施例に係る第１機器の機器間通信を行う方
法は、機器間通信を支援する第２機器を探索するステップと、前記探索された第２機器か
らネットワーク情報を受信するステップと、前記受信された第２機器のネットワーク情報
及び前記第１機器のネットワーク情報に基づいて、前記第１機器及び前記第２機器のいず
れか一つをグループオーナー（ｇｒｏｕｐ　ｏｗｎｅｒ）と判断するステップと、を含み
、前記ネットワーク情報は、サーバー機器またはクライアント機器を指示するタイプ情報
、ネットワーク支援情報、ネットワーク必要情報及びネットワーク設定情報のうち少なく
とも一つを含む。
【００１２】
　ここで、前記グループオーナーと判断するステップは、グループオーナー判断基準に従
って、前記受信された第２機器のネットワーク情報及び前記第１機器のネットワーク情報
を用いてグループオーナーを判断することができる。
【００１３】
　一方、第１機器の機器間通信を行う方法は、前記第２機器から、前記第２機器のグルー
プオーナーインテント値（ｇｒｏｕｐ　ｏｗｎｅｒ　ｉｎｔｅｎｔ　ｖａｌｕｅ）を受信
するステップと、前記グループオーナーと判断された機器のグループオーナーインテント
値がより大きい値を有するように、前記第１機器のグループオーナーインテント値と前記
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第２機器のグループオーナーインテント値とを比較して前記第１機器のグループオーナー
インテント値を設定するステップと、をさらに含むことができる。
【００１４】
　ここで、前記第１機器が前記グループオーナーと判断された場合、前記第１機器のグル
ープオーナーインテント値を設定するステップは、前記第１機器のグループオーナーイン
テント値と前記第２機器のグループオーナーインテント値とを比較するステップと、前記
比較結果、前記第１機器のグループオーナーインテント値が前記第２機器のグループオー
ナーインテント値よりも小さい場合、前記第１機器のグループオーナーインテント値を前
記第２機器のグループオーナーインテント値よりも大きく設定するステップと、をさらに
含むことができる。
【００１５】
　一方、前記第１機器が前記グループのクライアントと判断された場合、前記第１機器の
グループオーナーインテント値を設定するステップは、前記第１機器のグループオーナー
インテント値と前記第２機器のグループオーナーインテント値とを比較するステップと、
前記比較結果、前記第１機器のグループオーナーインテント値が前記第２機器のグループ
オーナーインテント値よりも大きい場合、前記第１機器のグループオーナーインテント値
を前記第２機器のグループオーナーインテント値よりも小さく設定するステップと、をさ
らに含むことができる。
【００１６】
　一方、第１機器の機器間通信を行う方法は、前記設定された第１機器のグループオーナ
ーインテント値を前記第２機器に伝送するステップをさらに含むことができる。
【００１７】
　本発明の課題を達成するための機器間通信を行う第１機器は、機器間通信を支援する第
２機器を探索し、前記探索された第２機器からネットワーク情報を受信する受信機と、前
記受信された第２機器のネットワーク情報及び前記第１機器のネットワーク情報に基づい
て、前記第１機器及び前記第２機器のいずれか一つをグループオーナー（ｇｒｏｕｐ　ｏ
ｗｎｅｒ）と判断するプロセッサと、を含み、前記ネットワーク情報は、サーバー機器ま
たはクライアント機器を指示するタイプ情報、ネットワーク支援情報、ネットワーク必要
情報及びネットワーク設定情報のうち少なくとも一つを含む。
【００１８】
　ここで、前記プロセッサは、グループオーナー判断基準に従って、前記受信された第２
機器のネットワーク情報及び前記第１機器のネットワーク情報を用いてグループオーナー
を判断することができる。
【００１９】
　一方、前記受信機は、前記第２機器から、前記第２機器のグループオーナーインテント
値（ｇｒｏｕｐ　ｏｗｎｅｒ　ｉｎｔｅｎｔ　ｖａｌｕｅ）を受信し、前記プロセッサは
、前記グループオーナーと判断された機器のグループオーナーインテント値がより大きい
値を有するように、前記第１機器のグループオーナーインテント値と前記第２機器のグル
ープオーナーインテント値とを比較して前記第１機器のグループオーナーインテント値を
設定することができる。
【００２０】
　一方、前記プロセッサは、前記第１機器が前記グループオーナーと判断された場合、前
記第１機器のグループオーナーインテント値と前記第２機器のグループオーナーインテン
ト値とを比較し、前記比較結果、前記第１機器のグループオーナーインテント値が前記第
２機器のグループオーナーインテント値よりも小さい場合、前記第１機器のグループオー
ナーインテント値を前記第２機器のグループオーナーインテント値よりも大きく設定する
ことができる。
【００２１】
　一方、前記プロセッサは、前記第１機器が前記グループのクライアントと判断された場
合、前記第１機器のグループオーナーインテント値と前記第２機器のグループオーナーイ
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ンテント値とを比較し、前記比較結果、前記第１機器のグループオーナーインテント値が
前記第２機器のグループオーナーインテント値よりも大きい場合、前記第１機器のグルー
プオーナーインテント値を前記第２機器のグループオーナーインテント値よりも小さく設
定することができる。
【００２２】
　一方、第１機器は、前記設定された第１機器のグループオーナーインテント値を前記第
２機器に伝送する送信機をさらに含むことができる。
【発明の効果】
【００２３】
　本発明に係る通信実行方法は、既存のワイファイダイレクト機能は維持しながら、ネッ
トワーク情報を比較してグループオーナーを判断して設定できるようにすることができる
。
【００２４】
　本発明で得られる効果は、以上に言及した効果に制限されず、言及していない他の効果
は、下記の記載から、本発明の属する技術分野における通常の知識を有する者に明確に理
解されるであろう。
【図面の簡単な説明】
【００２５】
【図１】ワイファイダイレクトネットワークの構成図である。
【図２】ワイファイダイレクトを用いて通信を行う機器の構成を示すブロック図である。
【図３】本発明の一実施例に係るワイファイダイレクトのグループオーナーを判断する方
法を説明するためのフローチャートである。
【図４】本発明の一実施例に係るグループオーナーインテント値の設定方法を説明するた
めのフローチャートである。
【図５】本発明の一実施例に係るグループオーナーインテント値の具体的な設定方法を説
明するためのフローチャートである。
【図６】本発明の一実施例に係るワイファイダイレクトを用いた通信実行手順を簡略に示
す図である。
【図７】本発明の一実施例に係るワイファイダイレクトを用いた通信実行手順を示す図で
ある。
【発明を実施するための形態】
【００２６】
　以下の詳細な説明は、本発明の完全な理解を提供するために具体的な細部事項を含む。
しかし、当業者であれば、本発明がこのような具体的な細部事項なしにも実施可能である
ということが理解できる。例えば、以下の詳細な説明は、移動通信システムがＩＥＥＥ（
Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ　ｏｆ　Ｅｌｅｃｔｒｉｃａｌ　ａｎｄ　Ｅｌｅｃｔｒｏｎｉｃｓ　
Ｅｎｇｉｎｅｅｒｓ） ８０２．１６システム、３ＧＰＰ(３ｒｄ　Ｇｅｎｅｒａｔｉｏｎ
　Ｐａｒｔｎｅｒｓｈｉｐ　Ｐｒｏｊｅｃｔ）である場合を仮定して具体的に説明するが
、ＩＥＥＥ ８０２．１６システム、３ＧＰＰの特有の事項を除けば、他の任意の移動通
信システムにも適用可能である。
【００２７】
　場合によっては、本発明の概念が曖昧になることを避けるために、公知の構造及び装置
は省略したり、各構造及び装置の核心機能を中心にしたブロック図の形式で示すことがで
きる。
【００２８】
　なお、以下の説明において、端末機器は、ＵＥ(Ｕｓｅｒ　Ｅｑｕｉｐｍｅｎｔ）、Ｍ
Ｓ(Ｍｏｂｉｌｅ　Ｓｔａｔｉｏｎ）、ＡＭＳ（Ａｄｖａｎｃｅｄ　Ｍｏｂｉｌｅ　Ｓｔ
ａｔｉｏｎ）など、移動または固定型のユーザ端の機器を総称するものと仮定する。また
、基地局は、Ｎｏｄｅ Ｂ、ｅＮｏｄｅ Ｂ、ＢＳ（Ｂａｓｅ　Ｓｔａｔｉｏｎ）、ＡＰ（
Ａｃｃｅｓｓ　Ｐｏｉｎｔ）など、端末と通信するネットワーク端の任意のノードを総称
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するものと仮定する。
【００２９】
　端末機器が伝送または受信する情報には、データ及び様々な制御情報があり、端末機器
が伝送または受信する情報の種類・用途に応じて様々な物理チャネルが存在する。
【００３０】
　以下、本発明に係る好適な実施形態を、添付の図面を参照して詳細に説明する。添付の
図面と共に以下に開示される詳細な説明は、本発明の例示的な実施形態を説明するための
もので、本発明を実施できる唯一の実施形態を示すものではない。
【００３１】
　本発明は、機器間通信を支援する端末機器に関する。ここで、機器間通信とは、ワイフ
ァイダイレクト、ブルートゥース、ジグビー（Ｚｉｇｂｅｅ）などを含むものであっても
よい。説明の便宜のために、以下では、機器間通信をワイファイダイレクトに限定して説
明する。
【００３２】
　図１は、ワイファイダイレクトネットワークの構成図を示す。
【００３３】
　ワイファイ（Ｗｉ－Ｆｉ）は、ＩＥＥＥの８０２．１１標準の下で、全世界的に広く使
われる無線通信技術であって、ノートパソコン、携帯電話、コンソールゲーム機、ＭＰ３
、カメラ、プリンタなどの様々な機器に用いられている。ワイファイは、インターネット
に接続するための無線ＬＡＮ（ＷＬＡＮ）の代表技術として認められており、アクセスポ
イント（ＡＰ）という接続点を中心に通信を行うことができる技術である。したがって、
各種機器に設置されているワイファイは、通信を行うためには、ネットワーク接続点とい
えるＡＰに接続しなければならない構造である。
【００３４】
　しかし、Ｗｉ－Ｆｉ Ａｌｌｉａｎｃｅ（ＷＦＡ）が、Ｗｉ－Ｆｉ間のＰ２Ｐ（Ｐｅｅ
ｒ　ｔｏ　Ｐｅｅｒ）を支援する新しい標準、「ワイファイダイレクト（Ｗｉ－Ｆｉ　Ｄ
ｉｒｅｃｔ）」を提案した。ワイファイダイレクト（Ｗｉ－Ｆｉ　Ｄｉｒｅｃｔ）は、ワ
イファイ機器間の接続を支援するＡＰ（Ａｃｃｅｓｓ　Ｐｏｉｎｔ）を経由せずに、ワイ
ファイを搭載した機器間で直接的に通信することができる無線通信技術である。
【００３５】
　ワイファイダイレクトは、基本的な接続方式は、二つの機器を一対一で接続する方式で
ある。携帯電話と携帯電話、ノートパソコンとマウス、タブレットＰＣとプリンタをワイ
ファイダイレクトで直接接続して使う方式である。したがって、スマートフォンにある写
真や音楽、動画を他のスマートフォンに用意に伝送したり、タブレットＰＣに格納された
文書と写真を直ちにプリントし、ＰＣとスマートフォン間の連絡先を同期化し、ゲーム機
同士を直接接続して互いに対戦を楽しむ用途にも使用することができる。
【００３６】
　図１を参照すると、モバイル端末機器１００と車両用ヘッドユニット１５０とはワイフ
ァイダイレクト技術を用いて互いに通信を行うことができる。このように、ワイファイダ
イレクト技術は、モバイル端末機器１００と車両用ヘッドユニット１５０とを接続して、
ナビゲーション、ＴＶ出力、音楽再生、ソーシャルサービス、車両情報表示を互いに共有
できるようにすることができる。
【００３７】
　一方、図１では、一つのモバイル端末機器１００と一つの車両用ヘッドユニット１５０
とがワイファイダイレクトを用いて接続されることを説明したが、場合によっては、複数
のモバイル端末機器と一つの車両用ヘッドユニット、または一つのモバイル端末と複数の
車両用ヘッドユニットがワイファイダイレクトを用いて接続されてもよい。
【００３８】
　他の実施例として、ワイファイダイレクトを支援するノートパソコンに、モニタ、プリ
ンタ、デジタルカメラ及びマウスを同時に接続することができる。このとき、ノートパソ
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コンが既存のワイファイネットワークに接続されていれば、ノートパソコンに接続された
他の機器も同一にワイファイネットワークでインターネット接続をすることができる。但
し、一対多方式はオプションで提供される。
【００３９】
　図２は、ワイファイダイレクトを用いて通信を行う機器２００の構成を示すブロック図
である。ワイファイダイレクトを支援する図１のモバイル端末機器１００及び車両用ヘッ
ドユニット１５０は、図２で説明する機器２００の構成を全て含むことができる。
【００４０】
　図２を参照すると、ワイファイダイレクトを用いて通信を行う機器２００は、送信（Ｔ
ｘ）データプロセッサ２１０、シンボル変調器２２０、送信機２３０、送受信アンテナ２
４０、受信機２５０、シンボル復調器２６０、受信データプロセッサ２７０、プロセッサ
２８０及びメモリ２９０を含むことができる。同図においては、一つの送受信アンテナ２
４０が示されているが、複数個の送受信アンテナを備えることができる。したがって、本
発明に係る機器２００は、ＭＩＭＯ（Ｍｕｌｔｉｐｌｅ　Ｉｎｐｕｔ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅ
　Ｏｕｔｐｕｔ）システムを支援する。また、本発明に係る機器２００は、ＳＵ－ＭＩＭ
Ｏ（Ｓｉｎｇｌｅ　Ｕｓｅｒ－ＭＩＭＯ）、ＭＵ－ＭＩＭＯ（Ｍｕｌｔｉ　Ｕｓｅｒ－Ｍ
ＩＭＯ）方式の両方を支援することができる。
【００４１】
　送信データプロセッサ２１０は、トラフィックデータを受信し、受信したトラフィック
データをフォーマットして、コーディングし、コーディングされたトラフィックデータを
インターリービンし、変調して（またはシンボルマッピングして）、変調シンボル（「デ
ータシンボル」）を提供する。シンボル変調器２２０は、該データシンボルとパイロット
シンボルを受信及び処理して、シンボルのストリームを提供する。
【００４２】
　シンボル変調器２２０は、データ及びパイロットシンボルを多重化して、これを送信機
２３０に伝送する。このとき、それぞれの送信シンボルは、データシンボル、パイロット
シンボル、またはゼロ（ｎｕｌｌ）の信号値であってもよい。それぞれのシンボル周期に
おいて、パイロットシンボルが連続的に送信されてもよい。パイロットシンボルは、周波
数分割多重化（ＦＤＭ）、直交周波数分割多重化（ＯＦＤＭ）、時分割多重化（ＴＤＭ）
、またはコード分割多重化（ＣＤＭ）シンボルであってもよい。
【００４３】
　送信機２３０は、シンボルのストリームを受信して、これを一つ以上のアナログ信号に
変換し、また、該アナログ信号を追加的に調整（例えば、増幅、フィルタリング、及び周
波数アップコンバート（ｕｐ－ｃｏｎｖｅｒｔｉｎｇ））して、無線チャネルを介した送
信に適した信号を発生させる。すると、送信アンテナ２４０は、発生された信号を他の機
器に伝送する。
【００４４】
　一方、受信アンテナ２４０は、他の機器からの信号を受信して、受信された信号を受信
機２５０に提供する。受信機２５０は、受信された信号を調整（例えば、フィルタリング
、増幅、及び周波数ダウンコンバート（ｄｏｗｎ　ｃｏｎｖｅｒｔｉｎｇ））し、調整さ
れた信号をデジタル化して、サンプルを獲得する。シンボル復調器２６０は、受信された
パイロットシンボルを復調して、これを、チャネル推定のためにプロセッサ２８０に提供
する。
【００４５】
　また、シンボル復調器２６０は、プロセッサ２８０から周波数応答推定値を受信し、受
信されたデータシンボルに対してデータ復調を行って、（送信されたデータシンボルの推
定値である）データシンボル推定値を獲得し、データシンボル推定値を受信（Ｒｘ）デー
タプロセッサ２７０に提供する。受信データプロセッサ２７０は、データシンボル推定値
を復調（すなわち、シンボルデマッピング（ｄｅｍａｐｐｉｎｇ））し、デインターリー
ビング（ｄｅｉｎｔｅｒｌｅａｖｉｎｇ）し、デコーディングして、伝送されたトラフィ
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ックデータを復旧する。
【００４６】
　シンボル復調器２６０及び受信データプロセッサ２７０による処理は、シンボル変調器
２２０及び送信データプロセッサ２１０による処理に対して相補的である。
【００４７】
　プロセッサ２８０は、機器２００での動作を指示（例えば、制御、調整、管理など）す
る。プロセッサ２８０は、プログラムコード及びデータを格納するメモリ２９０と接続す
ることができる。メモリ２９０は、プロセッサ２８０に接続されて、オペレーティングシ
ステム、アプリケーション、及び一般ファイル（ｇｅｎｅｒａｌ　ｆｉｌｅｓ）などを格
納する。
【００４８】
　プロセッサ２８０は、コントローラ（ｃｏｎｔｒｏｌｌｅｒ）、マイクロコントローラ
（ｍｉｃｒｏｃｏｎｔｒｏｌｌｅｒ）、マイクロプロセッサ（ｍｉｃｒｏｐｒｏｃｅｓｓ
ｏｒ）、マイクロコンピュータ（ｍｉｃｒｏｃｏｍｐｕｔｅｒ）などと呼ぶこともできる
。一方、プロセッサ２８０は、ハードウェア（ｈａｒｄｗａｒｅ）またはファームウェア
（ｆｉｒｍｗａｒｅ）、ソフトウェア、またはこれらの結合によって具現することができ
る。ハードウェアを用いて本発明の実施例を具現する場合には、本発明を行うように構成
されたＡＳＩＣｓ(ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎ　ｓｐｅｃｉｆｉｃ　ｉｎｔｅｇｒａｔｅｄ
　ｃｉｒｃｕｉｔｓ）またはＤＳＰｓ（ｄｉｇｉｔａｌ　ｓｉｇｎａｌ　ｐｒｏｃｅｓｓ
ｏｒｓ）、ＤＳＰＤｓ(ｄｉｇｉｔａｌ　ｓｉｇｎａｌ　ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ　ｄｅｖ
ｉｃｅｓ）、ＰＬＤｓ(ｐｒｏｇｒａｍｍａｂｌｅ　ｌｏｇｉｃ　ｄｅｖｉｃｅｓ）、Ｆ
ＰＧＡｓ(ｆｉｅｌｄ　ｐｒｏｇｒａｍｍａｂｌｅ　ｇａｔｅ　ａｒｒａｙｓ）などをプ
ロセッサ２８０に備えることができる。
【００４９】
　一方、ファームウェアやソフトウェアを用いて本発明の実施例を具現する場合には、本
発明の機能または動作を行うモジュール、手順または関数などが含まれるようにファーム
ウェアやソフトウェアを構成することができ、本発明を行うことができるように構成され
たファームウェアまたはソフトウェアは、プロセッサ２８０内に備えられたり、メモリ２
９０に格納されてプロセッサ２８０によって駆動され得る。
【００５０】
　図２に示された構成要素以外にも、本発明に係る機器２００は、必要に応じて様々な構
成要素をさらに含むことができる。一例として、機器２００がモバイル端末機器である場
合、図２の無線通信を行う構成要素以外にも、カメラとマイクなどが含まれて、オーディ
オ及びビデオ信号が入力されるＡ／Ｖ（Ａｕｄｉｏ／Ｖｉｄｅｏ）入力部と、ボタン、タ
ッチセンサ、キーパッドなどを含んでユーザの動作制御が入力されるユーザ入力部と、モ
バイル端末機の位置、方位、加速、減速、ユーザ接触の有無などのように現状態を感知す
ることができるセンシング部と、ディスプレイ、スピーカー、ハプティックモータなどを
含んで視覚、聴覚または触覚などと関連した出力を発生させる出力部と、有／無線ヘッド
セットポート、外部充電器ポート、イヤホンポート、メモリカードポートなどを含んで外
部機器と接続するインターフェース部と、プロセッサの制御によって外部の電源、内部の
電源が印加されて、各構成要素の動作に必要な電源を供給する電源供給部などの構成要素
をさらに含むことができる。
【００５１】
　以下では、このように構成された機器で具現することができる無線通信方法と関連した
実施例について、添付の図面を参照して説明する。
【００５２】
　説明の便宜のために、本発明に係る機器間通信を行う機器は、図２に示された構成要素
のうち少なくとも一つを含むものと仮定する。また、以下では、第１機器及び第２機器は
、本発明が適用される機器を受信側及び送信側に分けて説明するための概念である。そし
て、第１及び第２機器は、同じネットワークグループに属すると仮定する。
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【００５３】
　具体的に、本発明に係る機器間通信を行う第１機器は、図２に示された構成要素のうち
、機器間通信を支援する第２機器を探索し、探索された第２機器からサービス情報を受信
する受信機及び受信された第２機器のサービス情報及び第１機器のネットワーク情報に基
づいて、第１機器及び第２機器のいずれか一つをグループオーナー（ｇｒｏｕｐ　ｏｗｎ
ｅｒ）と判断するプロセッサを含み、ネットワーク情報は、サーバー機器またはクライア
ント機器を指示するタイプ情報、ネットワーク支援情報、ネットワーク必要情報及びネッ
トワーク設定情報のうち少なくとも一つを含むことができる。
【００５４】
　場合によっては、第１機器は、設定された第１機器のグループオーナーインテント値を
第２機器に伝送する送信機をさらに含む一つの構成として設計することができる。
【００５５】
　または、第１機器は、第１機器のグループインテント値及びネットワーク情報、第２機
器から受信したネットワーク情報及び第２機器のグループインテント値を格納するメモリ
をさらに含むことができる。
【００５６】
　上述した仮定に基づいて、以下、本発明に係るワイファイダイレクトのグループオーナ
ーを判断する方法について、図３を参照して説明する。
【００５７】
　図３は本発明の一実施例に係るワイファイダイレクトのグループオーナーを判断する方
法を説明するためのフローチャートである。
【００５８】
　図３を参照すると、本発明の一実施例に係る第１機器は、ワイファイダイレクトを支援
する第２機器を探索する（Ｓ３１０）。具体的に、第１機器は、周辺にある第２機器から
伝送されるビーコン信号を感知して、デバイスディスカバリー手順（Ｄｅｖｉｃｅ　Ｄｉ
ｓｃｏｖｅｒｙ　Ｐｒｏｃｅｄｕｒｅ）を進行してワイファイダイレクトを支援する第２
機器を探知することができる。
【００５９】
　ステップＳ３１０を経て、第１機器は、探索された第２機器からネットワーク情報を受
信することができる（Ｓ３２０）。ここで、ネットワーク情報は、サーバー機器またはク
ライアント機器を指示するタイプ情報、ネットワーク支援情報、ネットワーク必要情報、
ネットワーク状態情報及びネットワーク設定情報のうち少なくとも一つを含むことができ
る。表１は、本発明のネットワーク情報の一実施例を示す。ネットワーク情報は、デバイ
スディスカバリー手順を通じて伝送することができる。
【００６０】
　本発明において、タイプ情報とは、ネットワーク上でサーバーとして動作することがで
きるサーバー機器、及びクライアントとして動作することができるクライアント機器を指
示する情報である。
【００６１】
　そして、ネットワーク支援情報とは、機器が支援するネットワークに関する情報を意味
する。一例として、ネットワーク支援情報は、機器が支援するネットワークタイプの数、
機器が支援するネットワークタイプのリスト、接続される機器にネットワークが拡張され
るか否かまたはインターネット接続が支援されるか否かなどの情報を含むことができる。
【００６２】
　そして、ネットワーク必要情報とは、機器が作動するにおいてネットワーク接続が必要
であるか否かに関する情報を意味する。一例として、ネットワーク必要情報は、機器の動
作にインターネット接続が必要であるか否かを指示する情報であってもよい。
【００６３】
　そして、ネットワーク状態情報とは、ネットワークの全般的な状態及び設定に関する情
報を意味する。一例として、ネットワーク状態情報は、ネットワーク接続状態の情報、信
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【００６４】
【表１】

【００６５】
　一方、第１機器は、探索された第２機器からサービス情報を受信することができる。こ
こで、サービス情報とは、機器の属性（Ａｔｔｒｉｂｕｔｅ）情報で、下記の表２のよう
にワイファイダイレクトに定義されたＰ２Ｐ ａｔｔｒｉｂｕｔｅ ＩＤ Ｄｅｆｉｎｉｔ
ｉｏｎｓであってもよい。
【００６６】
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【表２】

【００６７】
　一方、サービス情報を受信した第１機器は、サービス情報に基づいて、車接続サービス
（Ｃａｒ　Ｃｏｎｎｅｃｔｉｖｉｔｙ　Ｓｅｒｖｉｃｅ）をベースとするワイファイダイ
レクト接続であるか否かを判断することができる。判断結果、第１機器は、車接続サービ
スをベースとするワイファイダイレクト接続である場合にのみ、次のステップであるステ
ップＳ３３０に進行し、そうでない場合には、一般のワイファイダイレクト接続によるグ
ループオーナー交渉ステップに進行することができる。このような判断は、表１のＲｅｓ
ｅｒｖｅｄ ｆｉｅｌｄのうち一つに定義できる車接続サービス情報を用いて行うことが
できる。車接続サービス属性ＩＤ情報は、下記の表３のＡｔｔｒｉｂｕｔｅ ＩＤ ｆｉｅ
ｌｄを参照して判断することができる。ただし、車接続サービスをベースとするワイファ
イダイレクト接続であるか否かの判断は、選択的なステップであり、省略可能である。
【００６８】
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【表３】

【００６９】
　一方、表１のネットワーク情報及び表２、３のようなサービス情報は、Ｄｅｖｉｃｅ 
Ｄｉｓｃｏｖｅｒｙ ｆｒａｍｅまたはＧＯ（Ｇｒｏｕｐ Ｏｗｎｅｒ）Ｎｅｇｏｔｉａｔ
ｉｏｎ ｆｒａｍｅを通じて獲得することができる。Ｄｅｖｉｃｅ Ｄｉｓｃｏｖｅｒｙ 
ｆｒａｍｅは、Ｄｅｖｉｃｅ Ｄｉｓｃｏｖｅｒｙ Ｐｒｏｃｅｄｕｒｅで、ＧＯ（Ｇｒｏ
ｕｐ Ｏｗｎｅｒ）Ｎｅｇｏｔｉａｔｉｏｎ ｆｒａｍｅは、ＧＯ ｆｏｒｍａｔｉｏｎ Ｐ
ｒｏｃｅｄｕｒｅで送受信されるｆｒａｍｅであって、以下、図６、７と共に後述する。
そして、本明細書では、図１のようなネットワーク情報を、図２、３のサービス情報と別
個の情報として説明しているが、ネットワーク情報は、サービス情報と共に一つの情報と
して構成することができる。
【００７０】
　ステップＳ３２０の後に、第１機器は、受信された第２機器のネットワーク情報及び第
１機器のネットワーク情報を比較して、第１機器及び第２機器のいずれか一つをグループ
オーナーと判断することができる（Ｓ３３０）。
【００７１】
　具体的に、第１機器及び第２機器のネットワーク情報から、タイプ情報、ネットワーク
支援情報、ネットワーク必要情報及びネットワーク状態情報のうち少なくとも一つを抽出
することができる。そして、グループオーナー判断基準に従って、抽出されたタイプ情報
、ネットワーク支援情報、ネットワーク必要情報及びネットワーク状態情報を対比してグ
ループオーナーを判断することができる。ここで、グループオーナー判断基準は、機器に
予め格納されていたり、ワイファイダイレクト機能を使用するごとにユーザから直接入力
を受けることができる。
【００７２】
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【表４】

【００７３】
　一例として、第１機器と第２機器のネットワーク情報が表４のような場合、第１機器は
、タイプ情報、ネットワーク支援情報、ネットワーク必要情報、ネットワーク状態情報を
考慮して、第１機器をグループオーナーと判断することができる。
【００７４】
　以下では、図４を参照して、グループオーナーインテント値を設定する方法について説
明する。図４は、図３のステップＳ３３０の以降に行われる動作であって、ステップＳ３
００～Ｓ３３０まで行われた状態であることを仮定する。
【００７５】
　図４を参照すると、第１機器は、第２機器から、第２機器のグループオーナーインテン
ト値（Ｇｒｏｕｐ　Ｏｗｎｅｒ　Ｉｎｔｅｎｔ　Ｖａｌｕｅ）が含まれたメッセージを受
信することができる（Ｓ４１０）。具体的に、第２機器からＧＯ Ｎｅｇｏｔｉａｔｉｏ
ｎ Ｒｅｑｕｅｓｔメッセージを受信することができる。ＧＯ Ｎｅｇｏｔｉａｔｉｏｎ 
Ｒｅｑｕｅｓｔメッセージには、グループオーナーインテント値だけでなく、表２及び表
３のようなサービス情報をさらに含めることができる。ここで、グループオーナーインテ
ント値とは、グループオーナーを決定するのに用いられる値である。ワイファイダイレク
トでは、グループオーナーインテント値を最小０から最大１５の値を有することができる
と定義している。
【００７６】
　そして、第１機器は、グループオーナーと判断された機器のグループオーナーインテン
ト値がより大きい値を有するように、第１機器のグループオーナーインテント値と第２機
器のグループオーナーインテント値とを比較して第１機器のグループオーナーインテント
値を設定することができる（Ｓ４２０）。ワイファイダイレクトでは、接続される各機器
のグループオーナーインテント値を比較して、より大きい値を有する機器をグループオー
ナーとして決定することができる。したがって、第１機器は、第１機器のグループオーナ
ーインテント値を、ステップＳ３３０で判断されたグループオーナー及びグループクライ
アントに対応するように調節することができる。ただし、ステップＳ３３０で判断された
グループオーナーによってグループオーナーインテント値が対応する場合、第１機器は、
第１機器のグループオーナーインテント値を調節せずに、そのまま使用することができる
。一例として、第１機器がグループオーナーと判断され、第１機器のグループオーナーイ
ンテント値が「１０」であり、第２機器のグループオーナーインテント値が「１１」であ
る場合、第１機器は、第２機器のグループオーナーインテント値である「１１」よりも大
きい値を有するように、第１機器のグループオーナーインテント値を「１０」から「１２
～１５」の値を有するように調節することができる。反対に、第１機器がグループクライ
アントと判断され、第１機器のグループオーナーインテント値が「１０」であり、第２機
器のグループオーナーインテント値が「９」である場合、第１機器は、第２機器のグルー
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プオーナーインテント値である「９」よりも小さい値を有するように、第１機器のグルー
プオーナーインテント値を「１０」から「０～９」の値を有するように調節することがで
きる。しかし、第１機器がグループオーナーと判断され、第１機器のグループオーナーイ
ンテント値が「１０」であり、第２機器のグループオーナーインテント値が「９」である
場合、第１機器のグループオーナーインテント値が第２機器のグループオーナーインテン
ト値よりも大きいので、別途の調節なしにグループオーナーインテント値をそのまま使用
することができる。これについての具体的な第１機器のグループオーナーインテント値の
設定方法は、図５を参照して後述する。
【００７７】
　そして、第１機器は、設定された第１機器のグループオーナーインテント値が含まれた
メッセージを第２機器に伝送することができる（Ｓ４３０）。具体的に、第１機器は、ス
テップＳ４２０で設定された第１機器のグループオーナーインテント値が含まれたＧＯ 
Ｎｅｇｏｔｉａｔｉｏｎ Ｒｅｓｐｏｎｓｅメッセージを第２機器に伝送することができ
る。
【００７８】
　以下では、図５を参照して、グループオーナーインテント値を設定する方法について具
体的に説明する。図５は、図４のステップＳ４２０を具体化したフローチャートであって
、ステップＳ４１０まで行われた状態であることを仮定する。
【００７９】
　図５を参考すると、第１機器は、第１機器がグループオーナーと判断されたか否かを確
認して、グループクライアントと判断された場合（Ｓ５００－いいえ）、第１機器のグル
ープオーナーインテント値と第２機器のグループオーナーインテント値とを比較すること
ができる。そして、比較結果、第１機器のグループオーナーインテント値が第２機器のグ
ループオーナーインテント値よりも大きい場合（Ｓ５１０－いいえ）、第１機器のグルー
プオーナーインテント値を第２機器のグループオーナーインテント値よりも小さく設定す
ることができる（Ｓ５２０）。反面、比較結果、第１機器のグループオーナーインテント
値が第２機器のグループオーナーインテント値よりも小さい場合（Ｓ５１０－はい）、第
１機器のグループオーナーインテント値を調整せずに、そのまま使用することができる（
Ｓ５３０）。
【００８０】
　一方、第１機器は、第１機器がグループオーナーと判断されたか否かを確認して、グル
ープオーナーと判断された場合（Ｓ５００－はい）、第１機器のグループオーナーインテ
ント値と第２機器のグループオーナーインテント値とを比較することができる。そして、
比較結果、第１機器のグループオーナーインテント値が第２機器のグループオーナーイン
テント値よりも小さい場合（Ｓ５４０－いいえ）、第１機器のグループオーナーインテン
ト値を第２機器のグループオーナーインテント値よりも大きく設定することができる（Ｓ
５５０）。反面、比較結果、第１機器のグループオーナーインテント値が第２機器のグル
ープオーナーインテント値よりも大きい場合（Ｓ５４０－はい）、第１機器のグループオ
ーナーインテント値を調整せずに、そのまま使用することができる（Ｓ５３０）。
【００８１】
　図５では、第１機器のグループオーナーインテント値を設定することと説明したが、第
２機器のグループオーナーインテント値を、グループオーナーと判断された機器のグルー
プオーナーインテント値がより大きい値を有するように設定することもできる。この場合
、設定された第２機器のグループオーナーインテント値を、ＧＯ Ｎｅｇｏｔｉａｔｉｏ
ｎ Ｒｅｓｐｏｎｓｅメッセージに含めて第２機器に伝送することもできる。上記のよう
に、第１機器のグループオーナーインテント値ではなく、第２機器のグループオーナーイ
ンテント値を調節して、グループオーナーと判断された機器のグループオーナーインテン
ト値をより大きい値を有するように設定することができる。したがって、第１機器は、グ
ループオーナーインテント値の調節が必要な場合（すなわち、Ｓ５１０－いいえ又はＳ５
４０－いいえ）、ユーザに、第１機器のグループオーナーインテント値及び第２機器のグ
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ループオーナーインテント値のいずれか一つを選択して調節できるように表示し、選択を
受けることもできる。
【００８２】
　以上のような通信実行方法によって、グループオーナーインテント値を動的に設定でき
るので、特定の状況に合うグループオーナーを決定できるようになる。
【００８３】
　以下では、本発明の一実施例に係るワイファイダイレクトを用いた通信実行手順を、図
６及び図７を参照して説明する。
【００８４】
　図６は、本発明の一実施例に係るワイファイダイレクトを用いた通信実行手順を簡略に
示す図である。
【００８５】
　図６を参照すると、ワイファイダイレクトを支援する第１機器と第２機器は、Ｄｅｖｉ
ｃｅ Ｄｉｃｏｖｅｒｙ Ｐｒｏｃｅｄｕｒｅ（デバイスディスカバリー手順）（Ｓ６１０
）、Ｇｒｏｕｐ ｆｏｒｍａｔｉｏｎ Ｐｒｏｃｅｄｕｒｅ（グループ形成手順）（Ｓ６２
０）を行って互いにＣｏｎｎｅｃｔｉｏｎ（接続）（Ｓ６３０）することができる。
【００８６】
　Ｄｅｖｉｃｅ Ｄｉｓｃｏｖｅｒｙ Ｐｒｏｃｅｄｕｒｅ（Ｓ６１０）は、ワイファイダ
イレクトを支援する機器を探索して、接続に必要な情報を互いに交換する手順である。手
順において、各機器は、表１、２、３のような情報を交換することができる。本発明では
、Ｄｅｖｉｃｅ Ｄｉｓｃｏｖｅｒｙ Ｐｒｏｃｅｄｕｒｅ（Ｓ６１０）においてグループ
オーナーを判断する動作をさらに行うことができる。
【００８７】
　Ｇｒｏｕｐ Ｆｏｒｍａｔｉｏｎ Ｐｒｏｃｅｄｕｒｅ（Ｓ６２０）は、接続される機器
間のグループを形成する手順であって、グループの形成に必要な情報を互いに交換する手
順である。手順において、各機器は、グループの形成に関する情報を交換することができ
、そのうちの一つがグループオーナーインテント値であってもよい。本発明では、Ｇｒｏ
ｕｐ Ｆｏｒｍａｔｉｏｎ Ｐｒｏｃｅｄｕｒｅ（Ｓ６２０）においてグループオーナーイ
ンテント値を動的に設定する動作をさらに行うことができる。
【００８８】
　図７は、図６の通信実行手順を詳細に示す図である。
【００８９】
　図７を参照すると、第１機器は、第２機器から伝送されたビーコン信号を探知して（Ｓ
７１０）、第２機器とデバイスディスカバリー手順を行うことができる。具体的に、第２
機器とＤｅｖｉｃｅ Ｄｉｓｃｏｖｅｒｙ Ｆｒａｍｅを交換して、接続に必要な情報を互
いに交換することができる（Ｓ７２０）。ここで、Ｄｅｖｉｃｅ Ｄｉｓｃｏｖｅｒｙ Ｆ
ｒａｍｅは、表１、２、３のような情報を含むことができる。そして、第１機器は、デバ
イスディスカバリー手順においてＧＯ（Ｇｒｏｕｐ Ｏｗｎｅｒ、グループオーナー）を
判断することができる（Ｓ７３０）。第１機器は、Ｄｅｖｉｃｅ Ｄｉｓｃｏｖｅｒｙ Ｆ
ｒａｍｅに含まれたサービス情報に基づいてＧＯを判断することができる。ＧＯの判断に
ついての具体的な説明は、図３で詳述したので、重複説明は省略する。
【００９０】
　そして、第１機器は、第２機器とグループ形成手順（Ｓ６２０）を行うことができる。
具体的に、第１機器は、ＧＯ Ｎｅｇｏｔｉａｔｉｏｎ Ｒｅｑｕｅｓｔを第２機器から受
信することができる（Ｓ７４０）。ここで、ＧＯ Ｎｅｇｏｔｉａｔｉｏｎ Ｒｅｑｕｅｓ
ｔは、グループオーナーインテント値だけでなく、表１及び表２のようなサービス情報を
さらに含むことができる。そして、第１機器は、第１機器と第２機器のグループオーナー
インテント値を比較して（Ｓ７５０）、ステップＳ７３０でグループオーナーと判断され
た機器のグループオーナーインテント値がより大きい値を有するように、第１機器のグル
ープオーナーインテント値を設定することができる（Ｓ７６０）。
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【００９１】
　そして、第１機器は、設定された第１機器のグループオーナーインテント値を含むＧＯ
 Ｎｅｇｏｔｉａｔｉｏｎ Ｒｅｓｐｏｎｓｅを第２機器に伝送して（Ｓ７７０）、第２機
器が第１機器のグループオーナーインテント値を確認できるようにする。上記のような手
順に従って、第１機器と第２機器はグループオーナー及びグループクライアントを決定し
、第２機器がＧＯ Ｎｅｇｏｔｉａｔｉｏｎ Ｃｏｎｆｉｒｍａｔｉｏｎを第１機器に伝送
することによって、グループ形成手順を終了するようになる（Ｓ７８０）。グループ形成
手順が終了すると、第１機器と第２機器との間の通信接続が成立することができる（Ｓ７
９０）。勿論、グループ形成手順の後に認証（Ａｕｔｈｅｎｔｉｃａｔｉｏｎ）及び結合
（Ａｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ）などの手順を行うことができるが、本発明と直接的な関連が
ないので具体的な説明は省略する。
【００９２】
　上述した本発明の一実施例に係る無線通信方法は、ワイファイダイレクトを用いた接続
時に、既存のワイファイダイレクトスペックの変更なしに、ネットワーク情報を用いて判
断された機器をグループオーナーとして決定することができる効果がある。
【００９３】
　具体的に、特定のネットワーク状況に適したグループオーナーを判断し、グループオー
ナーと判断された機器をグループオーナーとして決定するために、グループオーナーイン
テント値を動的に設定することができるので、効率的なグループの運用が可能である。
【００９４】
　本発明の一実施例によれば、前述した方法（動作フローチャート）は、プログラムが記
録された媒体にプロセッサが読取可能なコードとして具現することが可能である。プロセ
ッサが読取可能な媒体の例としては、ＲＯＭ、ＲＡＭ、ＣＤ－ＲＯＭ、磁気テープ、フロ
ッピーディスク、光データ格納装置などがあり、搬送波（例えば、インターネットを介し
た伝送）の形態で具現されることも含む。
【００９５】
　上記のように説明されたワイファイダイレクトを用いて通信を行う機器は、上述した実
施例の構成と方法が限定されて適用されるものではなく、上記の実施例は、様々な変形が
可能なように、各実施例の全部または一部を選択的に組み合わせて構成してもよい。
【符号の説明】
【００９６】
　２３０　　送信機
　２５０　　受信機
　２８０　　プロセッサ
　２９０　　メモリ
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